
都
城
地
域
の
置
か
れ
て
い
る
状
況

　

都
城
市
は
、
生
産
活
動
の
面
で
南
九

州
の
中
心
的
都
市
機
能
を
有
し
て
い
ま

す
。
産
業
面
で
は
製
造
品
出
荷
額
が
県

内
１
位
（
平
成
22
年
）、
農
業
面
に
お

い
て
は
農
業
産
出
額
が
全
国
２
位
（
平

成
18
年
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
地
域
に
根
付
い
た
伝
統
文
化

や
盆
地
特
有
の
豊
か
な
自
然
環
境
、
整

備
・
活
用
が
進
め
ら
れ
て
い
る
ス
ポ
ー

ツ
施
設
な
ど
、
豊
富
な
地
域
資
源
も
有

し
て
い
ま
す
。
加
え
て
、
南
海
ト
ラ
フ

巨
大
地
震
時
の
災
害
支
援
の
拠
点
と
し

て
、
宮
崎
県
か
ら
高
城
運
動
公
園
が
指

定
を
受
け
て
い
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
日
常
生
活

の
利
便
性
の
向
上
ば
か
り
で
な
く
、
災

害
時
に
お
け
る
交
通
ア
ク
セ
ス
の
確

保
、
物
流
の
効
率
化
や
高
速
化
に
よ
る

圏
域
の
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
生
か
し
た
産

業
・
観
光
の
振
興
は
、
本
市
の
み
な
ら

ず
南
九
州
地
域
全
体
の
発
展
に
と
っ
て

重
要
な
課
題
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

地
域
高
規
格
道
路
「
都
城
志
布
志
道

路
」
は
、
九
州
縦
貫
自
動
車
道
宮
崎
線

の
都
城
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
（
以
下

IC
）
と
鹿
児
島
県
志
布
志
港
ま
で
の
約

44
㌔
を
40
分
で
つ
な
ぐ
、
無
料
の
自
動

車
専
用
道
路
で
す
。

　

平
成
６
年
に
計
画
路
線
の
指
定
を
受

け
、
そ
の
工
事
は
国
や
宮
崎
県
、
鹿
児

島
県
が
行
っ
て
い
て
、
平
成
25
年
６
月

現
在
、
約
13
・
３
㌔
が
供
用
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

今
回
、
県
境
付
近
の
諏
訪
山
IC
（
仮

称
）
か
ら
末
吉
IC
ま
で
の
未
着
工
区
間

約
５
・
６
㌔
の
新
規
事
業
化
が
決
定
し
、

全
線
開
通
に
向
け
て
大
き
な
一
歩
と
な

り
ま
し
た
。

国
の
平
成
25
年
度
予
算
成
立
を
受
け
地
域
高
規
格
道
路
「
都
城
志
布
志
道
路
」
の
未
着

工
区
間
の
新
規
事
業
化
と
、
九
州
縦
貫
自
動
車
道
宮
崎
線
山
之
口
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア
に

「
山
之
口
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア
ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ
（
仮
称
）」（
以
下
「
山
之
口

ス
マ
ー
ト
IC
」）
の
設
置
が
決
定
し
ま
し
た
。

今
回
は
、こ
れ
ら
の
事
業
の
概
要
や
高
ま
る
期
待
、も
た
ら
さ
れ
る
効
果
を
紹
介
し
ま
す
。

　
　
　
　

◎
問
い
合
わ
せ　

都
城
志
布
志
道
路　
　

都
市
計
画
課　

☎
23
ー
２
７
６
２

　

      　
　
　
　
　
　
　
　

山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC　

経
営
戦
略
課　

☎
23
ー
２
１
１
５

都
城
志
布
志
道
路
の
新
規
事
業
化
と

山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC
の
設
置
が
決
定
!

地
の
利
を
生
か
し
た
ま
ち
づ
く
り
が
大
き
く
前
進

全
線
開
通
に
向
け
て
動
き
出
し
た

都
城
志
布
志
道
路
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山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC
は
、
サ
ー
ビ
ス

エ
リ
ア
を
利
用
し
て
高
速
道
路
本
道
に

乗
り
入
れ
が
で
き
る
Ｅ
Ｔ
Ｃ
（
電
子
料

金
収
受
シ
ス
テ
ム
）
装
着
車
専
用
の
IC

で
す
。

　

同
ス
マ
ー
ト
IC
は
、
車
種
制
限
が
な

く
、
宮
崎
方
面
に
も
熊
本
方
面
に
も
24

時
間
利
用
で
き
る
IC
で
す
。
工
事
は
西

日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
や
県
、市
が

行
い
、
平
成
28
年
度
中
の
供
用
開
始
を

目
指
し
て
い
ま
す
。

　

同
ス
マ
ー
ト
IC
設
置
に
よ
り
、宮
崎
IC

ま
で
30
分
で
行
け
る
エ
リ
ア
が
、都
城
IC

周
辺
だ
け
で
な
く
、山
之
口
地
域
や
高
城

の
東
部
地
域
に
も
広
が
り
ま
す
。

２
つ
の
施
設
が
も
た
ら
す
効
果

　

本
市
で
は
、
こ
れ
ま
で
利
便
性
の
向

上
や
産
業
振
興
な
ど
を
図
る
た
め
、
交

通
網
の
整
備
を
推
進
し
て
き
ま
し
た
。

今
後
も
、
南
九
州
の
中
心
に
位
置
す
る

本
市
の
「
地
の
利
」
を
生
か
し
た
ま
ち

づ
く
り
を
推
進
し
て
い
き
ま
す
。

　

そ
の
目
玉
と
な
る
都
城
志
布
志
道
路

の
整
備
と
山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC
の
設

置
は
、
本
市
を
は
じ
め

と
す
る
沿
線
自
治
体
や
、

南
九
州
地
域
の
発
展
に

貢
献
す
る
イ
ン
フ
ラ
と

し
て
、
次
の
３
つ
の
効

果
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

①
『
防
災
の
道
』
と
し

　
　

て
の
効
果

　

災
害
に
よ
る
国
道
な

ど
の
通
行
規
制
時
に
、

最
速
・
最
短
の
バ
イ
パ

ス
と
し
て
機
能
す
る
こ

と
は
も
ち
ろ
ん
、
仮
に

南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震

が
発
生
し
た
場
合
に
は
、

本
市
が
本
県
の
沿
岸
地

域
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
シ

テ
ィ
と
し
て
、
人
的
・
物
的
な
後
方
支

援
を
行
う
た
め
に
重
要
な
イ
ン
フ
ラ
と

な
り
ま
す
。

②
『
経
済
の
道
』
と
し
て
の
効
果

　

物
流
の
効
率
化
・
高
速
化
が
図
ら
れ

る
こ
と
に
よ
り
、
輸
送
コ
ス
ト
の
圧
縮

や
飼
料
の
安
定
供
給
に
よ
る
農
林
畜
産

業
の
活
性
化
、
企
業
誘
致
や
新
た
な
雇

用
の
創
出
が
期
待
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、

現
在
、
本
市
が
力
を
入
れ
て
い
る
６
次

産
業
化
の
推
進
な
ど
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

　

さ
ら
に
、
山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC
は
、

歴
史
や
ス
ポ
ー
ツ
と
い
っ
た
観
光
の
振

興
に
貢
献
す
る
本
市
の
新
た
な
玄
関
口

と
し
て
の
役
割
も
期
待
さ
れ
ま
す
。

③
『
医
療
の
道
』
と
し
て
の
効
果

　

本
市
と
三
股
町
、
鹿
児
島
県
の
曽
於

市
お
よ
び
志
布
志
市
が
構
成
す
る
都
城

定
住
自
立
圏
の
エ
リ
ア
に
は
、
事
故
な

ど
で
生
命
の
危
機
に
直
面
し
て
い
る
患

者
を
収
容
す
る
第
３
次
救
急
医
療
施
設

が
無
く
、
重じ

ゅ
う
と
く篤
患
者
は
宮
崎
市
内
の
施

設
に
搬
送
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

都
城
志
布
志
道
路
と
山
之
口
ス
マ
ー

ト
IC
の
整
備
に
よ
り
、
患
者
を
第
３

次
救
急
医
療
施
設
へ
直
接
搬
送
す
る
場

合
、
大
幅
な
搬
送
時
間
の
短
縮
が
可
能

に
な
り
ま
す
。
こ
の
こ
と
は
、
患
者
へ

の
負
担
の
軽
減
は
も
ち
ろ
ん
、
救
命
率

の
向
上
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

池
田
市
長
よ
り

　

市
民
の
皆
様
へ

　

今
回
、
平
成

25
年
度
の
国

の
当
初
予
算

成
立
を
受
け
、

都
城
志
布
志

道
路
の
唯
一
の
未
着
工
区
間
で
あ
っ
た

「
諏
訪
山
IC
〜
末
吉
IC
」
の
新
規
事
業

化
と
九
州
縦
貫
自
動
車
道
宮
崎
線
の
山

之
口
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア
に
ス
マ
ー
ト
IC

の
設
置
が
決
定
し
ま
し
た
。

　

厳
し
い
財
政
事
情
の
中
、
２
つ
の
大

型
事
業
が
予
算
化
さ
れ
た
こ
と
は
、
国

を
は
じ
め
と
す
る
関
係
機
関
の
皆
様
に

そ
の
必
要
性
が
十
分
に
ご
理
解
い
た
だ

け
た
結
果
だ
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

今
後
は
、
都
城
志
布
志
道
路
の
早
期

全
線
開
通
と
山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC
の
一

刻
も
早
い
供
用
開
始
に
向
け
て
各
事
業

の
推
進
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。

　

ま
た
、
事
業
完
了
後
は
、
都
城
志
布

志
道
路
と
山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC
を
利
用

し
て
い
た
だ
く
こ
と
が
何
よ
り
重
要
で

あ
り
、
今
後
、
沿
線
住
民
の
皆
様
を
は

じ
め
地
域
の
皆
様
と
一
体
と
な
っ
て
、

利
用
促
進
を
進
め
て
い
き
た
い
と
考
え

て
お
り
ま
す
の
で
、
市
民
の
皆
様
の
ご

理
解
と
ご
協
力
を
賜
り
ま
す
よ
う
、
よ

ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

設
置
が
決
定
し
た

山
之
口
ス
マ
ー
ト
IC
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市
の
予
算
は
、
一
般
会
計
、
特
別
会

計
、
企
業
会
計
の
３
つ
の
会
計
か
ら

な
っ
て
い
ま
す
。

　

市
が
行
う
仕
事
の
中
心
と
な
る
部
分

の
会
計
で
す
。
学
校
の
校
舎
改
修
や
ご

み
の
収
集
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
な

ど
い
ろ
い
ろ
な
こ
と
に
使
わ
れ
て
い

て
、
市
税
な
ど
が
主
な
財
源
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　

特
定
の
収
入
（
保
険
税
や
使
用
料
な

ど
）
で
、
そ
の
仕
事
の
支
出
を
賄
う
会

計
で
す
。
介
護
保
険
事
業
や
国
民
健
康

保
険
事
業
な
ど
が
、
こ
れ
に
当
た
り
ま

す
。

　

そ
の
仕
事
自
体
に
収
益
（
使
用
料
）

が
あ
り
、
そ
の
収
益
で
支
出
を
賄
う
独

立
採
算
制
の
会
計
で
水
道
事
業
が
こ
れ

に
当
た
り
ま
す
。

※市債残高は、平成24年度末時点の決算見込額です
※資本的収支の不足額 7億 3,009 万円は、積
　立金および内部留保資金などで補てん

市
債
に
は
、

交
付
税
の
措
置
が
あ
り
ま
す

　

平
成
24
年
度
末
時
点
で
、
市
の

借
金
で
あ
る
市
債
残
高
は
、
一
般

会
計
・
特
別
会
計
合
わ
せ
て
１
、

０
４
８
億
７
、１
９
７
万
円
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

こ
の
残
高
に
は
、
国
が
そ
の
償

還
に
つ
い
て
地
方
交
付
税
に
算

入
す
る
と
し
た
交
付
税
措
置
額

６
１
６
億
５
、３
２
０
万
円
が
含
ま

れ
て
い
て
、
こ
の
額
を
差
し
引
い
た

４
３
２
億
１
、８
７
７
万
円
が
市
の

実
質
負
担
額
と
な
り
ま
す
。

市
の
財
政
は
３
本
柱

◆ 

一
般
会
計
と
は

◆ 

特
別
会
計
と
は

◆ 

企
業
会
計
と
は

市では、年２回、皆さんの納めた税金がどのように
使われているか、また、財政がどのような状況にあ
るかをお知らせしています。今回は、平成 25 年３
月 31日時点の予算額をお知らせします。
◎問い合わせ
　一般会計・特別会計について　財政課　☎23ｰ2113
　水道事業について　　　水道局業務課　☎23ｰ4510

平成 24年度

市の財政状況

■ 一般会計および特別会計の状況
会計名 予算額 市債残高
一般会計 717億7,596万円 750億4,359万円 

特

別

会

計

食肉センター 1億2,653万円 7億5,511万円 
下水道事業 30億9,996万円 226億9,394万円 
国民健康保険 222億8,154万円 ー
後期高齢者医療 18億3,647万円 ー
公設地方卸売市場事業 4,369万円 1億1,278万円 
農業集落下水道事業 5億5,300万円 45億1,501万円 
整備墓地 3,370万円 2億5,619万円 
工業用地造成事業 1億　103万円 4億8,860万円 
介護保険 150億5,230万円 ー
御池簡易水道事業 1億1,077万円 1,510万円
簡易水道事業 3億9,992万円 8億3,054万円 
電気事業 3,241万円 ー
山之口総合交流活性化
センター 9,610万円 3,000万円

高城健康増進センター
等管理事業 1億5,768万円 1億3,111万円 

特別会計合計 439億2,510万円 298億2,838万円 
総合計 1,157億　106万円 1,048億7,197万円 

■ 企業会計（水道事業）の状況
収益的収支
給水収益やサー
ビス提供に要す
る経費など

収 入 22億9,038万円
支 出 19億9,286万円
純利益 ２億9,752万円

資本的収支
水道施設の整備
や水道管の入れ
替え経費など

収 入 5億419万円

支 出 12億3,428万円

企業債残高 91億5,816万円

給水戸数 70,937 戸
給水人口 156,424 人
普 及 率 91.7%
配 水 量 1,875 万㎥

※支出の面では、工事請負費や修繕費な
どが減少した一方で、委託料や減価償
却費が増加し、前年度比 5,098 万円減の
２億 9,752 万円の純利益となりました

財
政
ワ
ン
ポ
イ
ン
ト
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高齢者や児童などの福祉に使う民生費が増加し、
全体の 35％を超えています。今後もこの傾向は
続くと予想されます。（％は歳出総額に占める割
合）

【
歳 

入
】

■
地
方
交
付
税
／
国
税
の
う
ち
所
得
税

や
法
人
税
、
酒
税
、
消
費
税
、
た

ば
こ
税
の
一
定
割
合
を
一
定
の
基

準
に
よ
り
国
が
交
付
す
る
税

■
市
税
／
個
人
・
法
人
市
民
税
や
固
定

資
産
税
、
軽
自
動
車
税
な
ど

■
国
・
県
支
出
金
／
特
定
目
的
事
業
の

財
源
と
な
る
国
と
県
の
補
助
金
な
ど

■
市
債
／
建
設
事
業
や
災
害
復
旧
事
業

な
ど
の
財
源
と
な
る
借
入
金

■
繰
入
金
／
一
般
会
計
、
特
別
会
計
、

基
金
な
ど
の
会
計
間
の
資
金
の
や

り
と
り

【
歳 

出
】

■
民
生
費
／
高
齢
者
、
障
が
い
者
、
児

童
な
ど
の
福
祉
全
般
の
事
業
経
費

■
公
債
費
／
市
債
を
返
済
す
る
た
め
の

経
費

■
総
務
費
／
選
挙
や
戸
籍
、
税
務
、
市

庁
舎
管
理
な
ど
の
経
費

■
土
木
費
／
道
路
や
公
園
整
備
、
住
宅

管
理
な
ど
の
経
費

■
教
育
費
／
教
育
や
文
化
財
保
護
、
ス

ポ
ー
ツ
振
興
な
ど
の
経
費

■
衛
生
費
／
清
掃
、
保
健
衛
生
な
ど
の

経
費

■
農
林
水
産
業
費
／
農
業
や
林
業
な
ど

の
経
費

歳
入
歳
出
用
語
説
明

収　入 支　出

項　目 金額 割合
給料（市税など） 86,277 28.8%
家族から仕送り（地方交付税） 86,605 28.9%
親戚などからの援助
（国庫支出金・県支出金） 61,171 20.4%

その他収入
（使用料・手数料・財産収入など） 26,431 8.7%

預貯金の取り崩し（繰入金） 4,534 1.5%
新たな借金（市債） 34,982 11.7%

項　目 金額 割合
食費（人件費） 48,306 16.1%
保険や医療費（扶助費） 69,706 23.2%
住宅増改築・修理（投資的経費） 41,690 13.9%
ローン返済（公債費） 39,570 13.2%
その他の生活費（物件費、維持補
修費、補助費、繰出金など） 89,432 29.8%

預貯金（積立金） 11,296 3.8%

■ 都城市の家計簿

歳　出
717 億 7,596 万円

民生費
255 億 4,136 万円

35.6%

公債費
94 億 6,719 万円

13.2%
総務費

84 億 74 万円
11.7%

土木費
67 億 5,876 万円

9.4%

教育費
67 億 4,326 万円

9.4%

衛生費
51 億 5,077 万円

7.2%

農林水産業費
39 億 3,685 万円

5.5%

その他
57 億 7,703 万円

8.0%

一般会計歳入歳出予算総額　　　717億7,596万円

市の財政を月額30万円の家計に例えると…

市が自主的に賄うことのできる財源は 34.9％で、
残りは地方交付税や国・県支出金、市債などに依
存しています。（％は歳入総額に占める割合）

歳　入
717 億 7,596 万円

自主財源
250 億 1,420 万円

34.9%

市　税
176 億 584 万円

24.5%

諸収入
24 億 4,989 万円 

3.5%
分担金及び
負担金ほか
49 億 5,847 万円

6.9%

地方消費税交付金ほか
30 億 3,616 万円 

4.2%

49
県支出金

50 億 9,750 万円
7.1%

市債
83 億 6,961 万円

11.6%

国庫支出金
95 億 3,791 万円

13.3%

地方交付税
207 億 2,058 万円

28.9%

3333
依存財源

467 億 6,176 万円
65.1%
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国
民
健
康
保
険
（
国
保
）
は
、
病
気
や

け
が
を
し
た
と
き
に
、
誰
も
が
安
心
し

て
治
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
、
み
ん
な

で
お
金
を
出
し
合
い
支
え
合
う
保
険
制

度
で
す
。

国
保
の
健
全
な
運
営
の
た
め
に
、
医
療

費
の
節
減
に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。

◎
問
い
合
わ
せ

　

保
険
年
金
課　

☎
23
ー
２
６
４
２

保
険
税
の
納
付
は

国
保
の
資
格
を
得
た
と
き
か
ら

　

国
保
は
、
健
康
保
険
制
度
の
一
つ
で

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
や
職
場
の
健
康

保
険
に
加
入
し
て
い
る
人
、
生
活
保
護

を
受
け
て
い
る
人
を
除
き
、
全
て
の
人

が
加
入
す
る
健
康
保
険
で
す
。

　

国
保
に
加
入
す
る
こ
と
に
な
っ
た
場

合
、
届
け
出
を
し
た
月
で
は
な
く
、
国

保
の
被
保
険
者
と
な
っ
た
月
か
ら
保
険

税
が
課
税
さ
れ
ま
す
。

国
保
に
加
入
、国
保
を
脱
退
す
る
場
合

　

次
の
よ
う
な
場
合
に
は
、
国
保
の
手

続
き
が
必
要
で
す
。
該
当
す
る
場
合
に

は
、
14
日
以
内
に
保
険
年
金
課
ま
た
は

各
総
合
支
所
市
民
生
活
課
、
各
地
区
市

民
セ
ン
タ
ー
で
届
け
出
を
行
っ
て
く
だ

さ
い
。

●
国
保
に
加
入
す
る
と
き

● 

他
の
市
町
村
か
ら
転
入
し
て
き
た
と

き
● 

職
場
の
健
康
保
険
を
や
め
た
と
き

● 

子
ど
も
が
生
ま
れ
た
と
き

● 

生
活
保
護
を
受
け
な
く
な
っ
た
と
き

※
職
場
の
健
康
保
険
な
ど
に
加
入
し
て

い
る
場
合
は
、
国
保
加
入
は
不
要

●
国
保
を
脱
退
す
る
と
き

● 

他
の
市
町
村
に
転
出
し
た
と
き

● 

職
場
の
健
康
保
険
に
加
入
し
た
と
き

● 

死
亡
し
た
と
き

● 

生
活
保
護
を
受
け
る
よ
う
に
な
っ
た

と
き

保
険
税
の
決
ま
り
方

　

そ
の
年
に
予
測
さ
れ
る
医
療
費
か

ら
、
病
院
な
ど
で
支
払
う
一
部
負
担
金

と
国
な
ど
か
ら
の
補
助
金
を
差
し
引
い

た
分
が
保
険
税
の
総
額
で
す
。

　

こ
れ
を
世
帯
ご
と
の
加
入
者
数
や
、

所
得
な
ど
に
応
じ
て
公
平
な
負
担
に
な

る
よ
う
に
各
世
帯
の
保
険
税
が
決
め
ら

れ
ま
す
。

　

医
療
費
が
増
加
す
る
と

国
保
税
も
上
が
り
ま
す

　

国
保
は
各
市
町
村
が
運
営
し
て
い
る

制
度
で
、
保
険
税
は
病
気
や
け
が
を
し

た
と
き
の
医
療
費
な
ど
に
充
て
ら
れ
ま

す
。
医
療
費
が
増
え
れ
ば
、
国
保
か
ら

病
院
な
ど
に
支
払
わ
れ
る
医
療
給
付
の

費
用
も
増
え
、
そ
れ
を
補
う
た
め
に
保

険
税
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

　

そ
う
な
ら
な
い
た
め
に
も
、
医
療
費

の
節
減
を
心
掛
け
ま
し
ょ
う
。

医
療
費
節
減
の
ポ
イ
ン
ト

● 

生
活
習
慣
を
見
直
し
、
適
度
な
運
動

を
し
、
栄
養
や
休
養
を
バ
ラ
ン
ス

よ
く
と
り
ま
し
ょ
う

● 

定
期
的
に
健
康
診
断
を
受
け
て
、
病

気
の
早
期
発
見
や
治
療
に
心
掛
け

ま
し
ょ
う

● 

休
日
や
時
間
外
診
療
は
、
緊
急
時
な

ど
を
除
き
、
な
る
べ
く
避
け
ま
し
ょ

う
● 

か
か
り
つ
け
医
を
も
ち
、
は
し
ご
受

診
や
転
医
を
控
え
ま
し
ょ
う

● 

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
（
後
発
医
薬

品
）
を
活
用
し
ま
し
ょ
う

の
こ
と

国 
保

知
っ
て
く
だ
さ
い

私
た
ち
の
健
康
を
支
え
る

国
民
健
康
保
険
制
度
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新
し
い
保
険
証
を

７
月
下
旬
に
郵
送
し
ま
す

　

新
し
い
保
険
証
は
７
月
下
旬
に
郵

送
し
ま
す
。
保
険
証
が
届
い
た
ら
、
住

所
や
氏
名
、
生
年
月
日
、
有
効
期
限
な

ど
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
８
月
１
日

以
降
に
病
院
な
ど
で
受
診
す
る
と
き

は
、
新
し
い
保
険
証
を
必
ず
持
参
し
て

く
だ
さ
い
。

　

な
お
、
有
効
期
限
が
過
ぎ
た
保
険
証

は
、
８
月
１
日
か
ら
使
用
で
き
な
く
な

り
ま
す
。
不
要
と
な
っ
た
保
険
証
は
、

処
分
す
る
か
、
保
険
年
金
課
ま
た
は
各

総
合
支
所
、
各
地
区
市
民
セ
ン
タ
ー
の

窓
口
に
返
却
し
て
く
だ
さ
い
。

※
75
歳
以
上
の
人
や
一
定
の
障
が
い
が

あ
る
65
〜
74
歳
の
人
の
後
期
高
齢

者
医
療
被
保
険
者
証
は
、
一
部
負

担
割
合
が
変
更
に
な
っ
た
人
の
み

新
し
い
保
険
証
を
郵
送
し
ま
す

各
種
認
定
証
の
更
新
に
つ
い
て

【
国
民
健
康
保
険
】

　

次
の
認
定
証
の
更
新
手
続
き
を
８
月

１
日
㈭
か
ら
、
保
険
年
金
課
、
各
総
合

支
所
市
民
生
活
課
、
各
地
区
市
民
セ
ン

タ
ー
で
行
い
ま
す
。
な
お
、
国
民
健
康

保
険
特
定
疾
病
療
養
受
療
証
（
70
歳
未

満
で
慢
性
腎
不
全
の
人
）
は
手
続
き
不

要
で
す
。
７
月
末
日
ま
で
に
新
し
い
受

療
証
を
郵
送
し
ま
す
。

①
国
民
健
康
保
険
限
度
額
適
用
・
標
準

　

負
担
額
減
額
認
定
証

※
同
一
世
帯
で
、
国
民
健
康
保
険
加
入

者
（
擬
制
世
帯
主
含
む
）
全
員
の

平
成
25
年
度
市
民
税
が
非
課
税
で

あ
る
国
民
健
康
保
険
加
入
者　

②
国
民
健
康
保
険
限
度
額
適
用
認
定
証

※
①
以
外
の
国
民
健
康
保
険
加
入
者

●
手
続
き
に
必
要
な
も
の　

国
民
健
康

保
険
被
保
険
者
証
、
現
在
お
持
ち
の
認

定
証
、
世
帯
主
の
印
鑑
（
ス
タ
ン
プ
式

印
鑑
を
除
く
）

※
代
理
の
人
で
も
手
続
き
は
可
能
で
す

が
、
運
転
免
許
証
な
ど
の
身
分
を
証

明
す
る
も
の
を
持
参
し
て
く
だ
さ
い

【
後
期
高
齢
者
医
療
】

　

後
期
高
齢
者
医
療
限
度
額
適
用
・
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
、
現
在
持
っ

て
い
る
人
で
対
象
と
な
る
人
に
は
、
新

し
い
認
定
証
を
７
月
末
日
ま
で
に
郵
送

し
ま
す
。

●新しい保険証の有効期限
　国民健康保険被保険者証兼高齢受給者証の
有効期限は、原則、平成 26 年７月 31 日まで
の１年間。後期高齢者医療被保険者証は平成
28 年７月 31 日までです。　
　次の人は有効期限が異なりますので、注意
してください。
● 69歳の人→ 70 歳の誕生月の末日
● 74歳の人→ 75 歳の誕生日の前日
●退職被保険者で 64歳の人
　　　　　 → 65 歳の誕生月の末日
※保険税の未納がある人は、有効期限が短い
　保険証（短期証）となる場合があります

●病院などでの自己負担割合
　70 歳以上の人や後期高齢者医療被保険の被
保険者の病院での自己負担割合は、前年の所
得などに基づき、保険証に１割または３割と
記載しています。
　今回、３割負担と判定された場合でも、世
帯の前年の収入額が一定未満のときは、申請
することで負担割合が１割に変更になります。
対象者には、申請書を送付しますので、７月
末日までに手続きを行ってください。

●一部の保険加入者に２割負担の表示
　国民健康保険に加入している 70 歳から 74
歳の人の保険証には、医療機関での自己負担
割合が「２割　※平成 26 年３月末日までは１
割」と記載されている人がいます。これは、
国で平成 26 年４月１日から医療機関での自己
負担割合が１割から２割に引き上げられるこ
とが予定されているためです。
　ただし、自己負担割合の引き上げについて
は、今後、国において凍結される可能性もあ
ります。凍結された場合は、平成 26 年３月ま
でに新しい保険証をお送りします

被
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